
建設時GHG排出量削減に向けた取り組み

三井不動産株式会社



１．脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画策定

当社グループの新たな目標

グループ全体の温室効果ガス排出量を
2030年度までに40%削減（2019年度比）

2050年度までにネットゼロ
※SCOPE1+SCOPE2は2030年度までに46.2%削減（2019年度比）

▲100%

CO₂排出量

対策未実施の場合の
CO₂排出量

2019年度 2030年度 2050年度

▲40%
438万t-CO₂

263万t-CO₂

0t-CO₂

物件の環境性能向上

再エネ活用・電力グリーン化

メガソーラー拡大

建築時排出量削減、
洋上風力・新技術など
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• 近年、温暖化防止のための国際的枠組み「パリ協定」が採択され、2021 年 4 月
に政府が脱炭素に向けた新たな目標を掲げるなど、気候変動に対するグローバ
ルな関心と対策の重要性が一層高まっている。

• こうした流れを受け、2021年11月、脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画
を策定、公表した。



温室効果ガス排出量は自社利用分が12％に対して、他者排出分が88％を占める

他者の排出
・賃貸施設の入居者（専有部）
・分譲施設の購入者
・建設会社、資材メーカー

・当社グループの電気、ガスなどの排出
（施設共用部分を含む）

他者排出分（SCOPE３） 386万トン-CO2（88％）

自社利用分（SCOPE１,２） 51万トン-CO2（12％）
自社利用時
12％

他者利用時
33％

建築時
50％

その他
５％

SBTに基づく当社グループの温室効果ガス排出量
(2019年度分) 438万トン-CO2
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２．建築時排出の位置づけ

行動計画⑤ 建築時のCO₂排出量削減に向けた取り組み

建築時CO₂排出量を正確に把握するツール整備に加え、建設会社等に削減計画書の提出を義務化
サプライチェーン全体でのCO₂排出量削減を促す

建築時排出量の正確な把握、削減効果の適切な反映等を企図し、「資材数量方式」による建築時排出量算出の仕組みを導入。

学識経験者・設計者と協働し、 2022年度中に、「建築時排出量算出ツール」として整備。

2023年度中に、全ての施工者に対し上記ツールを用いた建築時CO₂排出量算出を義務化。



３．建設時GHG排出量算出の「現状と課題」-1

• 算出に際しては、国際基準である「GHGプロトコルSCOPE３算定報告基準」に
整合した「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガ
イドライン」を環境省・経済産業省が発行。このガイドラインに従った算出が
求められる。

• 現状の当社建築時GHG排出量算定は「建設工事費×排出原単位」を採用。

（不動産会社では採用事例が多いと想定される方法）

※資産の増加の多くを占める「建設工事費」＝資産の増加の一部と解釈

例）延3,000㎡ 10億円の固定資産の工事によるGHG排出量算出

10億円×3.77ｔ-CO2/百万円＝3,770ｔ-CO2

⇒3,770ｔ-CO2/3,000㎡＝1,257㎏-CO2/㎡

• 課題

○：経理上把握できる数字（資産の増加額）により算出するので容易

×：物価変動や契約の状況(値引き等)により排出量が変わってしまう

×：工種別、資材別の排出量の内訳が不明で、具体的脱炭素対策ができ
ても評価できず、サプライチェーンへの働きかけができない
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販売用不動産（SCOPE3-1） 取得額（建物投資額）× 4.24ｔ-CO2/百万円（住宅；4.09）

固定資産 （SCOPE3-2） 有形固定資産増加額 × 3.77ｔ-CO2/百万円



３．建設時GHG排出量算出の「現状と課題」-２
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SCOPE３（上流）におけるサプライチェーンへの働きかけや

排出量削減のためには、ある程度正確な工種別、資材別の

GHG排出量の把握が必要であり、

資材の数量等から排出量を算出する「資材数量方式」が必要

部材 資材量 原単位 CO2排出量

鉄 150㎏/㎡ 2.0㎏-CO2/kg 300㎏-CO2/㎡

コンクリート 0.8㎥/㎡ 350㎏-CO2/㎥ 280㎏-CO2/㎡

ALC t125 0.1㎡/㎡ 21㎏-CO2/㎡ 2㎏-CO2/㎡

「資材数量方式」

（資材量）×（原単位）のイメージ



４．日本建築学会「建物のLCA指針」の採用-1

排出算出ツールは複数あるが、日本建築学会「建物のLCA指針」が最も適切と判断

• 建築を対象として定型的に整備されたLCA計算手法は例が少ない。
（官公庁などから指針などが提示されているが「建物のLCA指針」を用いている）

• 特定の企業ではない公的学術機関により作成され、適宜更新されている。

• 原単位データベースは「基本ガイドライン」の示す要件を満たしていると
思われ、信頼性、代表性が高く、かつ実務者が容易に入手できる。

• 工種別、資材別にGHG排出量の算定・可視化ができる計算ソフト（エクセ
ル）が提供されている。

※著作権等については概ね（一社）日本建築学会と協議済
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2013年版 巻頭言より
本指針はこれらのニーズに対応するため，建物のライフサイクルにおける CO2，NOX，
SOX，廃棄物の発生量，および一次エネルギー・資源の消費量を評価する手法をまとめた
ものであり，あわせて，建物の LCA に関する基本的な知識の解説も掲載していることか
ら，建築 LCA の入門書としても活用できるようになっています．また，本指針は設計初
期段階において設計者が自ら評価することを想定していることから，できる限り簡易に
LCA を行うことを目指しており，構工法，設備システムなどの評価において大胆に簡略
している部分もあります．
本指針をひとつの参考例として，利用者が自らの適用目的に合致した改良を加えた LCA 
手法を作成し活用いただくことで，建築分野における地球温暖化防止対策，さらに広く
環境負荷削減対策の一助になれば幸いです．



現状

排出計算への反映 排出量算出

現場管理費（現場運営人件費・保険）

一般管理費(会社運営に必要な費用）

建築工事 直接仮設工事 空調設備
土工事 衛生設備
地業工事 電気設備
躯体工事
外部仕上工事 数量あるいは容量×原単位
内部仕上工事 金額から計算した数量×原単位 外装

電気設備工事 金額×原単位
衛生設備工事 （材工は分解して材を計上）
空調設備工事 ※直接仮設は残らないのでゼロ 鉄筋
昇降機設備工事
機械駐車設備工事
屋外工事
付帯工事

日本建築学会「建物のLCA指針」を用いた資材数量方式の計算

工事費
×
係数

鉄骨

コンクリート

内装

共通費・仮設費
諸
経
費

共通項目
資機材の排出量×部倍率
（構造や用途で決まる率）

工
事
費

見積内訳

直
接
工
事
費

共通仮設工事（仮設および現場内光熱費）

４．日本建築学会「建物のLCA指針」の採用-2

• 算出の変化のイメージ（全体工事費⇒見積内訳を活用した資材量把握）
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• 実務レベルには学術的記載が多く理解が難しい面がある

 実務者に広く利用してもらうため、記載内容についての背景や実務での理解のしかた
など解説を記載。

• 指針なので算定の範囲が定義されていない

 事業会社のSCOPE3として、発注金額に含まれる工事範囲すべてが算定の範囲。

（新築建物工事だけでなく、既存解体、外構も含む等定義。一方、テナントの負担
等発注者が負担しない工事は算定対象外）

（一部のシステムは躯体だけを算定したりしているので大きく違う）

 また、年度が異なる工事は、SCOPE3の計上年度が異なるので別算定。

 ただし、物件間比較のための単位面積当たりの排出量は、確認申請の範囲（敷地境界
線内）。

• バウンダリーの定義が決まっていない

 SBT認証のバウンダリーと整合させ国内・海外消費までと定義。

 従来①～④の計⇒今回①＋③

• 具体の算定手順がわかり難い

 実務的には見積書から算定するので、資材の仕訳や整理の進め方などエクセルツール
を用意。

 学会LCA指針への入力方法の説明書を用意。

５．実務者の利用を想定した場合における
「LCA指針の課題」と「対応」
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国内 海外

消 費 ① ③

資本形成 ② ④



６．マニュアル整備

2022年3月31日
プレスリリース

『建設時GHG排出量算出マニュアル』

三井不動産・日建設計

〇三井不動産と日建設計が日本建築学会の
「建物のLCA 指針※1」をより実務的に活用
しやすいようアレンジした「温室効果ガス
（GHG）排出量算出マニュアル」を策定

〇従来「工事総額」に一定単価を乗じた簡便
的な方法から部資材ごとの積上方式となるこ
とで高精度のGHG 排出量の算定が可能に

〇本マニュアルの試行を進め、将来的には学
協会・施工会社や不動産会社など関係者へ幅
広く共有。建設・不動産業界のオープンイノ
ベーションを図り、脱炭素社会の実現に貢献
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７．モデルビル （延3,000坪11階建）算出事例-1
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（例）三井不動産

• 建物概要

• ㎡あたりの排出量

• 工種別の比率

• バウンダリー

等を一覧化



• モデルビルの検討では、計算対象となっ
た資材70の内、上位30の資材で排出量の
94.9％がカバーされている。

• 鉄骨、コンクリートの割合が大きい。

 電炉材やB種コンクリートで排出量
は下がる

• 内部開口部は鋼製建具（鉄扉）。

 木製建具などの採用で下がる

• 内壁はLGS（金属）とPB（セメント系）。

• 内部床はセメント系のOAフロア。

• 外部仕上げは、セメント成型パネルとア
ルミのポツ窓なので、アルミガラスCW
に比べると値が小さい。

• 設備機器の比率も1％前後あり無視でき
ない量がある。

• この表の外数として施工由来の排出量
123.3㎏-CO2/㎡（約12％）有り。
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94.9％

７．モデルビル （延3,000坪11階建）算出事例-2



８．マニュアル公表後の業界の動き

１. 22年春頃～
• デベロッパー4社にて「試案」を用いた勉強会を実施。

• 各社の実物件を用いて任意の建設会社の協力による算定を試行してブラッ
シュアップを実施。

２. 22年11月～ 不動産協会における検討会の組成
• 本マニュアルにて参照している「LCA指針」を管轄する

日本建築学会の有識者や、建設会社（建設業界団体等）との

連携強化を図るべく、不動産協会内に「検討会」が組成され、

より幅広い観点から課題・知見を集約中。

• 近い将来、不動産協会より、排出量算定手法における「選択肢の一つ」

として本マニュアルが発行される予定。
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９．不動産協会検討会の体制・メンバー

三井不動産（座長）、三菱地所、森ビル

戸田建設、前田建設工業

伊香賀 俊治氏

環境省（地球環境局 地球温暖化対策課／脱炭素ビジネス推進室・地球温暖化対策事業室）

経済産業省（資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課）

①不動産協会（デベロッパー）☆

：住友不動産、東急不動産、東京建物、野村不動産、

②建設会社（日本建設業連合会所属企業）☆

：大林組、鹿島建設、清水建設、大成建設、竹中工務店

③有識者：慶應義塾大学 教授

東京大学大学院教授 清家 剛氏

武蔵野大学講師 磯部 孝行氏

県立広島大学准教授 小林 謙介氏

④関係省庁：国土交通省（住宅局 参事官／建築企画担当）

⑤事務局：不動産協会、日建設計（マニュアル策定実務支援）

関連省庁※オブザーバー
（国交省/環境省/経産省）

有識者

デベロッパー
【不動協】

建設会社
【日建連】

事務局（不動協・日建設計）

検討会（全体協議・進捗報告）

分科会（個別論点協議）

有識者
(適宜相談)

デベロッパー
【不動協】

建設会社
【日建連】

事務局（不動協・日建設計）

報告・答申

【検討会オブザーバー】

（☆は分科会メンバー兼務）

※他、複数の会員企業が
検討会オブザーバー参加

※他、複数の会員企業が
検討会オブザーバー参加
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10．不動産協会検討会における算定法の整理

• 会員企業等の『マニュアル利用者』の取組みやすさ・使い勝手等を重視し、 算定法を「簡
易算定法」、「標準算定法」、「詳細算定法」に整理し、使い方の標準的な考え方（時期
と算定法の選び方）を整理
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簡易算定法
主に設計段階での利
用を想定

標準算定法
最も標準的に利用し
やすい位置づけ

詳細算定法
特に詳細な分析・検
証に用いる想定

活用ステージ 主に設計初期段階 設計～施工～竣工 任意
躯体
杭基礎・鉄・コンクリ

資材量入力 資材量入力 資材量入力

建築主要資材
屋根・外壁・内部仕上

金額原単位利用 資材量入力 資材量入力

建築その他
断熱・雑工事・他

金額原単位利用 金額原単位利用 資材量入力

設備
電気・機械・衛生

金額原単位利用 金額原単位利用 資材量入力

２科目５細目
３３コード

４科目１２細目
１１０コード

６１科目１１９細目
２３８コード

共通費 分倍率 分倍率 分倍率
※どうしても資材量が把握できない工種・部材は金額原単位などを適宜利用

検討中内容含む
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10．同検討会における算定法の整理『標準算定法』
（イメージ） 検討中内容含む



11．同検討会におけるUpfront Carbon区分との整合

• アウトプットは、EN規格Upfront Carbonと同等の区分を可能とした
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kg-CO2/㎡
生産段階 流通段階 施工段階 計 割合

建築 580.5 29.5 610.0 58.5%
直接仮設

　土木・地業 22.6 1.5 24.0 2.3%
　躯体 388.6 13.8 402.4 38.6%
　外装 42.3 0.8 43.1 4.1%
　内装 107.4 10.7 118.1 11.3%
　その他 19.7 2.7 22.3 2.1%
電気 77.4 6.3 83.8 8.0%
空調 106.6 5.4 112.0 10.7%
衛生 48.5 2.2 50.7 4.9%
搬送 13.3 0.8 14.0 1.3%
共通費分 172.4 172.4 16.5%
合計 826.4 44.1 172.4 1,042.8 100.0%

79.2% 4.2% 16.5% 100.0%

 

 

 

 

  

 

 
 

 

　

　
　
　
　
　

土木・地業; 2%

躯体; 39%

外装; 4%

内装; 11%

その他; 2%電気; 8%

空調; 11%

衛生; 5%
搬送; 1%

共通費分; 17%

1.04
ｔ-CO2/m2

生産段階 ⇔ A１～３

流通段階 ⇔ A４

施工段階 ⇔ A５

検討中内容含む



13．完成予定のマニュアルに関する今後の課題

• 発行手法、維持運営手法の策定

• データの配布管理方法、利用許諾の確認方法、継続的な改訂作業等の主体の決定

• 建築学会有、有識者による改訂版の査読、原単位の妥当性確認

• 日本建築学会との連携

• 新しい原単位取り込みのため、「建物のLCA指針」の最新版の早期発行を期待

• ライセンス整理

• 原単位の整備

• 関連するサプライチェーン事業者との原単位の共有

• 新たな複合原単位の整備

• 利用上のリテラシーの普及

• 算定方法上の精度や算定範囲との継続的な情報共の限界を知り理解した上で利用方法
を考える事

• 認証制度との関係整理

① SBT認証、CDP評価等の国際的環境認証への対応

（ただし、評価方法自体が異なる（LEEDは躯体と外装・内装だけ評価）認証もあ
るので注意が必要）

② 欧州で先行するツールとの共存、相互乗り入れ等の可能性の検討

（ただし欧州でも原単位、算出方法、ベンチマーク等まだ一貫されてはいない）
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